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１.パンデミックの経済・雇用へのマクロ的影響と対応策
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（図表1-1）わが国の感染状況の推移 （図表1-2）感染状況と経済水準のイメージ

　　感染抑止注力局面 感染抑止と経済再開の両立局面（withコロナ）

【感染防止策】

活動制限 　　　活動制限漸進的解除/感染防止業務手順/感染防止物資確保

【緊急的救済措置】

資金繰り支援、雇用維持支援、所得補償

【過渡的自立支援】

官民ファンド+経営支援、シｪアリング型一時就労

　　　　構造対策先取り施策

【構造対策】

　　　有識者による中長期ビジョン策定 構造対策順次実施

経済活動水準

新規感染者数

感染抑止注力局面
復興局面（afterコロナ）

入院者数

治療法の確立

ワクチンの開発

・普及

（１）感染拡大についての見通し
・緊急事態宣言による行動制限が奏功し、感染拡大に歯止めがかかり医療崩壊を回避。
・もっとも、感染拡大の波は起こり、大なり小なり感染拡大抑制策が継続される（「もぐらたたき
（whack-a-mole）」シナリオ：Ed Yong“How the Pandemic Will End ”The Atlantic 2020.3.25）。
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（２）９割経済（半値戻し経済）
・「都市封鎖」解除後も、経済活動水準は元には戻らず「半値戻し経済」「９割経済（90％ economy,The
Economist）」の状態が持続。
・大幅なＧＤＰギャップが残存、結果として商品市況が低迷し、デフレ傾向が続く。

（図表1-4）商品市況（2020.1.2＝100 IMF,WEO,2020.4 ）
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（図表1-3）世界ＧＤＰの推移（IMF,WEO updated,2020.6）

(2019/１Q=100)
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（図表1-5）失業率・就業者数・労働力人口

(資料)総務省「労働力調査」
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（図表1-6）就業者数・就業率

（３）足元の雇用情勢
・緊急事態宣言発出下の４月の失業率は低めにとどまるも、就業者数は激減。５月には就業者数が増加する
も、３月対比では大幅減のまま。
・非正規労働者、フリーランスなどで大幅に雇用が失われるも、４月には多くが非労働力化。しかし、５月
には失業者として顕在化する動き。
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（図表1-7）日銀短観・雇用人員判断ＤＩの推移
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（図表1-8）休業者数の推移

・緊急事態宣言解除後も経済の活動水準の回復は限定され、打撃の大きい産業では人余り状況に。
・休業者も高止まり傾向で、５月には正社員を含めて失職する動き。
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【各ケースの前提】
＜実質ＧＤＰ＞
ケース(1)…4-6月期２割減の後、年後半に1割強戻し、その後一進一退の後、2021年後半から回復。
ケース(2）…7-9月期まで２割減の後５％戻して横ばい。

＜就業者数＞
部分調整型の雇用調整関数（実質ＧＤＰ、相対賃金、前期の就業者数が説明変数、推計期間は2001/1-3～2019/10-12）
に上記実質ＧＤＰを当てはめてシミュレーション。

＜完全失業率＞
労働力人口が就業者数との過去の連動性を勘案して変動することを想定して算定。

（図表1-9）失業率のシミュレーション
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（図表1-10）リーマンショック後の産業別雇用の推移
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（４）今後の雇用情勢
・すでに大幅な雇用が失われていることも含め、「半値戻し経済（９割経済）」のもとでは、累計でリーマンショック時を上
回る雇用喪失となるリスク。
・仮に悲観的な停滞長期化シナリオとなれば、2021年末に失業率が戦後最悪になる恐れも。



（５）トランポリン型「第２の失業保険」の必要性
・政府は雇用調整助成金の拡充に取り組み。それ自体は評価されるものの、手続き面での使い勝手の悪さがハードルに。そ
れ以上に、既に非正規労働者が多く失職しており、ドイツなどを参考に、彼らを救済するセーフティネット（第２の失業保
険）が不十分な点を見直すべき。
・ただし、雇用のセーフティーネットの充実は、支援対象者が「良質な雇用」に就くことに効果があるものとしなければな
らないこと。具体的には北欧諸国とりわけスウェーデンの内容が参考になる。弱者救済よりも敗者復活を主眼としており、
失職者を職場に戻すとともに賃金を高めるための就労支援と能力開発が主軸。

（図表1-11）失業給付受給者数の日独比較
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（図表1-12）主要国の雇用政策費 （対GDP比、2012-17年平均）
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（図表2-1）第3次産業の分野別活動状況（前年同月比増減率）
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２.拡大する雇用のミスマッチと「シェアリング型一時就労」の可能性

（資料）経済産業省「第3次産業活動指数」

品目名称 2020年1月 2月 3月 4月 5月

第３次産業総合 ▲ 1.4 ▲ 1.1 ▲ 5.4 ▲ 13.2 ▲ 15.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 ▲ 4.0 1.0 ▲ 1.5 ▲ 2.9 ▲ 6.5

　情報通信業 ▲ 2.1 ▲ 0.4 1.0 0.2 ▲ 5.5

　　通信業 ▲ 2.8 ▲ 0.4 0.1 ▲ 2.0 ▲ 1.4

　　放送業 ▲ 6.4 ▲ 4.5 ▲ 8.3 ▲ 14.1 ▲ 0.7

　　情報サービス業 ▲ 0.4 1.5 4.0 11.5 ▲ 7.5

　　　ソフトウェア業 ▲ 2.2 2.2 3.2 21.9 ▲ 6.8

　　　　受注ソフトウェア ▲ 1.9 0.0 ▲ 3.7 ▲ 2.5 ▲ 10.8

　　　　ソフトウェアプロダクト ▲ 2.9 9.6 33.5 86.4 6.0

　　　　　ゲームソフト ▲ 9.0 12.4 86.1 177.6 16.1

　　　　　ソフトウェアプロダクト（除くゲームソフト） 3.5 7.3 11.1 38.5 ▲ 1.3

　　　情報処理・提供サービス業 1.8 0.3 5.5 0.1 ▲ 8.3

　　インターネット附随サービス業 1.7 2.4 1.1 1.4 2.5

　　映像・音声・文字情報制作業 ▲ 4.2 ▲ 5.7 ▲ 9.4 ▲ 18.8 ▲ 20.0

　運輸業，郵便業 0.0 ▲ 2.0 ▲ 8.5 ▲ 19.8 ▲ 25.5

　　　　宅配貨物運送業 1.3 2.9 5.4 10.6 14.0

　　郵便業（信書便事業を含む） ▲ 1.1 ▲ 0.5 ▲ 7.6 ▲ 13.7 ▲ 9.4

　　旅客運送業 1.5 ▲ 2.6 ▲ 24.2 ▲ 45.5 ▲ 44.7

　　貨物運送業 ▲ 1.5 ▲ 2.5 0.0 ▲ 2.6 ▲ 13.4

　卸売業 ▲ 5.7 ▲ 6.4 ▲ 6.1 ▲ 13.9 ▲ 21.4

　金融業，保険業 ▲ 1.3 ▲ 0.9 2.3 3.5 ▲ 5.8

　物品賃貸業（自動車賃貸業を含む） 1.8 2.1 0.5 ▲ 1.6 ▲ 4.0

　事業者向け関連サービス 0.3 ▲ 2.0 ▲ 2.1 ▲ 5.1 ▲ 7.3

　小売業 ▲ 2.1 0.2 ▲ 5.5 ▲ 14.7 ▲ 12.5

　　各種商品小売業 ▲ 4.7 ▲ 5.9 ▲ 21.1 ▲ 43.3 ▲ 35.4

　　織物・衣服・身の回り品小売業 ▲ 2.6 ▲ 5.2 ▲ 24.3 ▲ 54.8 ▲ 35.6

　　飲食料品小売業 ▲ 0.4 2.8 1.5 1.2 3.2

　　自動車小売業 ▲ 3.5 ▲ 3.1 ▲ 3.4 ▲ 25.1 ▲ 36.5

　　機械器具小売業 ▲ 5.0 1.6 ▲ 7.7 ▲ 13.6 ▲ 5.7

　　燃料小売業 ▲ 5.2 ▲ 1.7 ▲ 7.1 ▲ 15.2 ▲ 16.8

　　その他の小売業（別掲を除く住関連） ▲ 1.0 2.8 ▲ 2.6 ▲ 5.8 ▲ 5.7

　　　医薬品・化粧品小売業 2.8 8.3 0.5 1.5 ▲ 5.1

　　　その他小売業 ▲ 3.6 ▲ 1.5 ▲ 4.9 ▲ 11.1 ▲ 6.2

　不動産業 ▲ 1.1 0.2 ▲ 1.2 ▲ 6.4 ▲ 4.2

　医療，福祉 0.8 1.9 ▲ 2.2 ▲ 9.3 ▲ 9.4

　生活娯楽関連サービス ▲ 0.5 ▲ 2.0 ▲ 27.9 ▲ 51.6 ▲ 49.1

　　宿泊業 8.8 ▲ 6.7 ▲ 49.3 ▲ 79.4 ▲ 83.7

　　飲食店，飲食サービス業 ▲ 0.7 ▲ 0.6 ▲ 26.1 ▲ 58.2 ▲ 53.0

　　　　食堂，レストラン，専門店 ▲ 1.0 0.2 ▲ 24.1 ▲ 61.9 ▲ 52.1

　　　　パブレストラン，居酒屋 ▲ 1.1 ▲ 7.3 ▲ 44.2 ▲ 91.5 ▲ 90.1

　　　　喫茶店 ▲ 0.8 ▲ 3.0 ▲ 25.8 ▲ 72.8 ▲ 67.2

　　　　ファーストフード店 3.1 9.3 ▲ 7.2 ▲ 15.9 ▲ 9.4

　　　飲食サービス業 ▲ 0.6 0.3 ▲ 21.5 ▲ 25.3 ▲ 32.5

　　洗濯・理容・美容・浴場業 4.9 ▲ 3.5 ▲ 26.1 ▲ 47.0 ▲ 29.5

　　その他の生活関連サービス業 ▲ 2.4 ▲ 8.5 ▲ 38.3 ▲ 61.1 ▲ 65.6

　　　旅行業 ▲ 4.1 ▲ 15.8 ▲ 69.6 ▲ 94.9 ▲ 97.5

　　　冠婚葬祭業 ▲ 3.0 2.5 ▲ 16.0 ▲ 33.3 ▲ 39.4

　　娯楽業 ▲ 1.7 1.0 ▲ 33.0 ▲ 57.4 ▲ 59.4

　　学習支援業 ▲ 0.9 ▲ 1.6 ▲ 4.5 ▲ 8.6 ▲ 8.9

（１）分野別にばらつき
・大きな雇用喪失リスクの一方、分野別には大きなバラツキがあることを見逃せず。
・医療分野での人手不足が深刻なほか、宅配や小売（食品スーパー、ドラッグストア）の現場では労働需要は底堅い。
情報サービス分野が伸びているほか、外国人労働者の受け入れがストップした農業・漁業で人手不足。



オンライン販売の拡大 リアル店舗の機能転換

宅配の増加 物流施設の高度化

リモートワークの普及 オフィス立地の変化 業務デジタル化の進展

デジタル決済

住宅立地の変化 公共交通網の変化 産業大再編 顧客デジタル情報活用 ソリューション

+

インバウンド・アウトバウンドの減少 国内重視の観光 企業再編 業界を跨ぐ連携・再編 ファイナス

安心・安全・衛生の価値向上 「生活安全保障財」の自給率引き上げ 従業員シェアリング

労働移動円滑化

製造現場の省力化・無人化 ロボット需要の増大

WEB外注の増加 gig economyの進展

・パンデミックは経済社会構造転換を加速する面。
・事業オンライン化・業務デジタル化がその主要なトレンドの一つ。ただし、重要なのは、リアルを単に代替するのではな
く新しい補完関係を創造すること。
・結果として、ビジネスモデル転換・事業再編が加速。それに伴い、雇用構造も変化し、働き手に求められるスキルも変化。

（図表2-2）「コロナ後」に向けて予想される経済社会構造の変化
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・有効求人倍率を職業別にみれば、なお相当数の職種で求人超（求人倍率＞１）の状況にあり、コロナ危機下でも求人倍
率の低下が小幅・ないし上昇している職種も。都道府県別にみても、なお求人倍率が高水準の地域が存在。
・今後、「９割経済」が持続し、産業構造変化が進めば、求人倍率は低下傾向を辿るとともにミスマッチ（職種別・地域
的ばらつき）が拡大することが予想される。

（図表2-3）有効求人倍率の職業別・地域別動向
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開発技術者
製造技術者
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保安の職業
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製品検査（金属除く）

機械検査の職業
生産関連・生産類似の職業

鉄道運転の職業
自動車運転の職業

船舶・航空機運転の職業
その他の輸送の職業

定置・建設機械運転の職業
建設躯体工事の職業

建設の職業
電気工事の職業

土木の職業
採掘の職業
運搬の職業
清掃の職業
包装の職業

変化

5月

2020年2月

（倍、ポイント）
（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」

▲ 1.0 ▲ 0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京

神奈川
新潟
富山
石川
福井
山梨
長野
岐阜
静岡
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良

和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎

鹿児島
沖縄

変化

５月

2020年2月

（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」
（倍、ポイント）



・コロナ危機下の特有の状況における新たな仕組みとそして「シェアリング型一時就労」を提案。
・人手が過剰になった産業から、人手不足にある産業・企業に人材を「レンタル」する仕組みで、苦境にある産業・企
業がアフター・コロナでの事業再開に備えて人材を確保しつつ、雇用維持の枠組みを保持することで仕事の無くなった
人々の生活不安を軽減できる。

（図表2-4）「シェアリング型一時就労」の実例

大幅な事業縮小を 人手不足が続く分野

余儀なくされた分野

≪　就労形態　≫

(例）飲食店 出　向 (例）宅配デリバリー

　　宿泊施設 派　遣 　　食品スーパー

　　スポーツジム 副　業 　　ドラッグストア

　　娯楽施設 農　業

　　タクシー 防護製品製造

　 航空業

【政策支援】

求人・求職情報の共通プラットフォーム

形態ごとの使用者責任などルールの指針

「助成金」によるインセンティブ
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◆レジャー予約サイト「アソビュー」を運営する山野智久氏が立ち上げ
た「災害時維持シェアリングネットワーク」の「雇用維持プロジェクト」で
は、「災害時に一時的に雇用を維持できない企業と、災害時だからこ
そ一時的に雇用を必要とする企業間でのスピード感ある人材の異動
を「在籍出向」という形態で実現」することを目指し、参加企業とマッチ
ングをサポートするボランティアを募集。（https://platform-
disaster.wixsite.com/index/sharing）
◆観光産業の求人サイト「はたらくどっとこむ」と農業の短期雇用を紹
介する「シェアアグリ」が提携し、休業が増える観光業から技能実習
生の来日が困難になって人手不足が深刻化する農業生産者に人材
を斡旋。
（株式会社ダイブ・ホームページ（https://dive.design/news/1903/））
◆「出前館」が「飲食店向け緊急雇用シェア」を実施
(https://www.ssnp.co.jp/news/foodservice/2020/04/2020-
0408-1702-16.html）

◆ワタミは人材派遣会社「ワタミエージェント」を設立し、休業中の外
食店舗に勤務する従業員（パート・アルバイト含）に派遣先を提供。
（https://ssl4.eir-parts.net/doc/7522/ir_material/139674/00.pdf）

（図表2-5）「シェアリング型一時就労」の仕組み



・「シェアリング型一時就労」が促進されれば、それにより労働者が給与を得ることができる分、財政支援の必要額は
抑制することができる。異なる産業間の融合が進むきっかけとなり、アフター・コロナに向けた産業構造転換につなが
る可能性も展望できる。

（図表2-6）「シェアリング型一時就労」奨励助成金のイメージ

従業員(5人)すべて休業手当を 従業員（5人）のうち希望者（3人）

受け取るケース がシェアリング就労のケース

休業者…休業手当：10万円

休業者…休業手当：10万円 シェアリング就労者…13.3万円

　　　給与収入　　10万円

　　　上乗せ手当　3.3万円

シェアリング

人件費 先での

給与収入

売上原価

売　上

売上原価

売　上

人件費

雇調金 人件費

ｼｪｱﾘﾝﾝｸﾞ助成金

家　賃 家　賃

　　等 家賃支給金 　　等 家賃支給金

　　等 　　等

雇調金
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【シナリオ１】

競争制限・保護的政策 雇用維持・賃金抑制スタンス

プラットフォーム企業の寡占状況が進展

　　　　ゾンビ企業の増加 イノベーションの停滞 ギグエコノミーの進行　　　　

低価格商品・サービスの蔓延　　　　　低収入フリーランスの増加

デフレ経済進行

【シナリオ２】

　　競争促進政策 雇用転換・賃金増加スタンス

プラットフォーム企業の寡占状況の抑止

イノベーションの活発化 高品質・高価格・高賃金企業の増加

多様な商品・サービスの登場 平均賃金の上昇

デフレ経済脱却
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【一人当たり雇用者報酬】
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90

95

100

105

110

115

120

125

130

135

140

145

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

【個人消費デフレータ】

フランス ドイツ

イタリア 日本
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英国 米国

(資料)OECD Stat.

（2000年＝100）
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（１）アフター・コロナに向けての内需成長
・国境を跨ぐ人の交流が鈍化し、貿易のグローバル化は鈍化。サプライチェーン寸断への対応として各国で生産
の国内回帰の動きも。加えて、コロナ後もしばらくは債務返済のために各国の成長率が鈍化。結果として、外需
に期待できず、内需主導成長が必要に。
・人口減少下での内需成長には量より質の成長を追求せざるを得ず、「高品質・高価格・高賃金経営」が追求さ
れる必要。しかし、現状の競争政策・労働市場構造を前提とすれば、一部の寡占企業と多くのゾンビ企業が併存
する「長期停滞型デフレ経済」に陥る恐れ。

（図表3-1）主要先進国の物価・賃金の推移
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（図表3-2）２つのシナリオ

３.賃上げを梃子とした内需成長の道



（２）大都市-地方連携・好循環の形成
・グローバル化のスローダウンが成長抑制要因になることは不可避ながら、その状況を逆手に取って「戦略的輸
入代替」により内需開拓を追求することが重要。医療・衛生・食糧・中核部品など「生活安全保障財」の自給率
引き上げ、アウトバウンドの国内観光転換などがそのきっかけに。
・生活安全保障財の生産拠点、アウトバウンドの国内観光転換の受け皿は地方。テレワークを積極的に活用して
大都市人材の地方活躍を推進し、地方と大都市とのリンケージを強めることで、地方に「高品質・高価格・高賃
金経営」企業が増えれば、日本全体としての内需主導成長の可能性が開けることに。

（図表3-3）インバウンド・アウトバウンドの推移
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（図表3-4）都市部人材のテレワーク等を梃子にした
大都市-地方連携・好循環のイメージ

地方市場拡大　　　　　　　

大都市企業 地方企業

ホワイトカラー 生産性向上
地　方

所　得

　　　大都市の販路開拓　 地方 増　加

大都市部在住 ワーケーション
宿泊施設

ブリージャー

ＢＣＰ対応、生活安全保障財自給率引上げ　　　　　　　　地方工場

テレワーク

支援

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

96 97 98 99 00 01 02 03 04 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

インバウンド

アウトバウンド

（資料）財務省「国際収支統計」

(億円)

(年)



◆デジタル革新加速による産業大融合→新産業への労働力移動・スキル転換
・海外に目を転じると、北部欧州で高品質・高価格・高賃金でありながら高失業や雇用二極化の問題を抑制。
・業務のオンライン化が広がれば、サイバー空間におけるデジタル革新加速による産業大融合が進む。それ
により、新産業への労働力移動・スキル転換が必要に。
・こうした変化を見据えて、失業を回避しながらスキル転換・労働力移動をどれだけ円滑にできるかが「北
部欧州型」実現の鍵であり、「コロナ危機後」経済の成長力を決める。

（図表3-5）主要先進国生産性水準と失業率
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完全失業率(2019年、右）

(購買力平価換算USドル）
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(資料)日本生産性本部「労働生産性の国際比較2019」、OECD Stat.

収益性 賃金 雇用

北部欧州型 高生産性（高収益性） 高賃金 高雇用

南部欧州型 高生産性（高収益性） 高賃金 高失業

米英型 高生産性（高収益性） 高賃金 変動

日本型 低生産性（低収益性） 低賃金 低失業
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20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69

現在

60歳代賃金修正

10年後

(資料)厚生労働省｢賃金構造基本調査｣

(注)1．「現在」は、2018年調査値をもとにした年収（＝定期給与×12+特別給与）

2．「10年後」は年２％のベースアップが10年間継続したものと想定。20～59歳の

賃金カーブは、年齢構成が各年齢で同じと想定したときの賃金ファンドの増加幅

が各年齢階層で同じになるように上方にシフト。

3．「10年後」の60-64歳年収は50歳代後半と同じ。65-69歳は定期給与は55-59歳、

特別給与は60-64歳と同じと想定した年収（「現在」時点）を年率２％で増額。

年収累計：

３億1230万円

年収累計：

２億3840万円

(万円)

◇政府による賃上げ誘導は、賃上げモメンタムを回復させた面で評価されるも、徐々に限界。一方、現状の仕
組みでは十分な賃上げは難しい。
◇ディレンマを打破するのは、有識者からからなる第三者機関による賃上げの目安の提示の仕組みの創設。
それにより、公労使連携での賃上げを目指すべき。
◇持続的賃上げの実現には、１）上記による賃上げドライブの創出のほか、２）賃上げ原資である付加価値生
産性の底上げ的向上を可能にする、産業構造転換・労働移動・人材教育の一体政策、３）賃金増を消費増に
つなげる社会保障改革、がセットで行われる必要。それを「70歳現役・賃上げ２％」を実現する『生涯賃金３割
増プラン』として実施すべき。

（図表3-6）新たな春闘での賃上げの仕組みの提案

○政労使会議の下に中立的な有識者からなる諮問委
員会を設置…経済情勢の客観的な分析を行ったうえで、
マクロ的にみて、日本経済の持続的成長に必要となる、
中期的に実現すべき賃上げ率を示すとともに、さしあた
りその年の妥当な賃上げ率を提示

○主な産業別に労使代表および公益委員からなる会
議体を創設…全体の平均の賃上げ率をベースにしつ
つ、業界事情を勘案して、 産業別の妥当な賃上げ率の
目安を示す。

○この目安を尊重する形で、しかしあくまで最終的には
春闘における労使の自主的な話し合いの結果として、
個別労使が賃上げ率を決める。
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（図表3-7）生涯賃金３割増プランのイメージ
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「生涯賃金３割増プラン」"１０年かけて「７０歳現役・賃上げ２％」の実現を目指す”

　司令塔…　政労使会議

≪政労使の枠組みのもとでの合理的根拠に基づく賃上げ誘導政策≫

生産性向上に連動した賃金引き上げ… 合理的な賃金決定のための目安委員会

最低賃金の持続的引き上げ　… 中期的な最低賃金引き上げ方針に関する専門委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　中央最低賃金審議会

≪事業の新陳代謝を進める産業・競争・労働市場一体政策≫

面的な企業連携…個別企業より「中間組織」に対する支援への中小企業政策の転換

一企業にこだわらないキャリア形成を支援する仕組みづくり…企業横断的な育成・出向・再就職支援

産業別・地域別の横断的一体的実施… 産業別・地域別の関係者会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　地方最低賃金委員会

≪７０歳現役社会を促す社会保障・税一体改革≫

「多様な就労・社会参加」「世代間公平」「最低保証機能」を同時実現する年金制度

「予防・健康づくり」と「受益と負担のリンケージ」を実現する医療・介護制度

 サービス供給体制の効率化｣ 受益と負担のリンケージ｣を実現する保育・子育て制度



（図表3-8）今後の報酬制度の考え方

◇「革新力」強化のためには成果主義の強化は必要な一方、「品質力」維持には「底上げ」も不可欠。革新力
と品質力の両立を目指す「新型ベースアップ」を創出すべき。
◇「同一労働同一賃金」導入、「高齢者雇用推進」など働き方改革が求められるなか、過去30年をいま改めて
振り返り、環境変化を踏まえたうえで新たな人材戦略を構築するなかで「ベアも成果主義も」を目指すべき。

◆新型ベースアップは、原理的に「物価上昇対応分」と「生産性向上対応分」に分けて配
分することが望ましい。ハイブリッド・システムとの関わりで言えば、職業人生前半期に
は基本給は職能給としてほぼ横並びでベアを実施、後半期には職務・役割給として物価上
昇対応分は横並び、それ以外は生産性向上への貢献度に応じて差をつけるというのが基本
的な考え方。
◆ここで生産性向上対応分は会社・部署・個人の三層で考える必要。事業企画や営業など
個人別成果が明確なホワイトカラーは個人別を基本とする一方、ブルーカラーの仕事や
チームで行う仕事は会社や部署全体での成果といえ、結果として生産性向上分の多くが横
並び配分になるのが合理的。
◆ベースアップだけではなく、優秀人材への重点配分も必要。ハイポジションでは処遇が
アジア企業に劣る状況にあり、ＡＩなど先端デジタル分野の技術者が象徴的だが、グロー
バル競争が激化して世界的な人材獲得競争が激しさを増すなか、優秀人材への思い切った
処遇が必要。基本給は職務・役割給としてグローバル水準に設定するとともに、賞与の
ウェイトを高めて、成果を上げた人材には十分に処遇すべき。
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（参考）「品質力」と「革新力」

◇付加価値生産性の源泉となるイノベーションは２タイプに分類できる
「深化（Exploitation）型」イノベーションｖｓ「探索（Exploration）型」イノベーション
◇深化型イノベーションの成果を「品質力」、探索型イノベーションの成果を「革新力（狭義のイノベーション）」

で測れば、わが国は前者（品質力）に優れるが、後者（革新力）に劣るという特徴。
◇「品質力」か「革新力」か ではなく 「品質力」も「革新力」も

（図表3-9）「知の深化」と「知の探索」 （図表3-10）競争力要素の国際比較

◇イノベーションの２つの源泉
①Exploration(知の探索) of new 
possibilities
②Exploitation(知の深化）of old 
certainties
◇知の深化の追求は短期的には効率
的だが、長期的には創造的ではなく
なる
◇知の探索と知の深化のバランスが、
企業の生き残りと発展の鍵

(資料）J.G March(1999)“Exploration and Exploitation of Organization 
Learning” Organization Science、入山章栄（2015）『ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙでは学
べない世界最先端の経営学』日経BP社
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